平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）①
	通 告
月 日
	８・２５
	通  告  者  名
	米　谷　俊　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	１　新豊川市民病院建設について

　　新市民病院建設候補地が諏訪地区に選定されました。豊川市民病院については、建物の老朽化、狭隘による病院機能の問題また疾病構造の変化や医学技術の進歩、多様化する医療需要に対応するには、新市民病院の建設は、必要不可欠です。
新市民病院の建設には、病院を利用する皆様が、納得していただける、市民の期待に応える新市民病院でなければなりません。
新市民病院建設に向けて、次のことをお伺いします。

（１）　新豊川市民病院建設の構想と新市民病院建設用地周辺のまちづくりについてのビジョンをお伺いします。

（２）　建設用地が諏訪地区に決まったことで、今後クリアしていかなければならない問題点についてお伺いします。

①　事業費に対するお考えについて

②　新市民病院周辺の交通対応について

③　跡地のお考えについて

（３）　平成17年度に豊川市民病院施設整備マスタープラン報告書が作成されているが、建設候補地が諏訪地区に決まったことで、マスタープランとの違いが出てくるのかお伺いします。
（４）　2011年ごろの開院を目指していますが、どのような流れで、新豊川市民病院整備実施計画がなされていかれるのかお伺いします。

２　障害者福祉について

（１）　障害者自立支援法の改正に伴うデイサービス事業の対応についてお伺いします。

（２）医療を伴う障害者のショートスティ対応についてお伺いします。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）②－１
	通 告
月 日
	８・２９
	通  告  者  名
	高　橋　智　之

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	１　施政方針より
この４年間の市長の施政方針から、財政方針でどのような事項が重点に取り上げられてきたか確認し、その成果について伺う。

　（１）　平成15年では、経常経費の抑制と、補助金や地方債の適切な活用について。

　（２）　平成16年では、自立を支える健全な財政運営のため、15年と同様な方針の中、自主財源の確保が新たな項目として追加される。

　（３）　平成17年には、国の税源移譲の方針を受け、自前の財源と工夫で克服し、17年・18年を準備期間としながらも「行財政運営から行財政経営へ転換しなければならない」と述べ「運営から経営」への方針転換が図られる。

　（４）　今年度は、17年をさらに進化し、「自らの財源と工夫により、自ら考え、自ら行動し、自立した自治体にしなければならない」さらに、「施策の有効性の判断を重視した経営感覚が問われる時代になった」とも述べ、このわずか４年ではあるが「自立への道に」大きく方針転換が図られてきたことが理解できる。

　　そして、今年度は議会で何回となく、不交付団体間近という信号は発せられていたが、現実のものとなってしまった。

　　そこで、この４年に、どのような成果があったのか、また継続中の事項についても伺う。

２　夕張市の財政破綻について

「６月20日に夕張市が破綻し、地方財政再建促進特別措置法の適用受ける」という報道があった。いまや地方財政は逼迫してきており、財政運営の難しい時代になってきている。

そこで、夕張市が財政破綻した状況と、決算統計などにより早期発見できなかったか理由について伺う。併せて、同じ地方公共団体として、本市の考えを伺う。




平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）②－２
	通 告
月 日
	８・２９
	通  告  者  名
	高　橋　智　之

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　言　　の　　要　　　旨
	３　繰出金について

　　昨年の決算特別委員会の総括質疑において、繰出金の根拠について確認したが、その答弁でも「詳細については総務省通知で決められているが、負担率についてはほとんど決められていない」と述べ、基準の無いことを認めている。そこで伺う。

17年度決算をみると、繰出金だけで総額51億６千万円となり、一般会計の７％近くを占めている。さらに今後、新市民病院の建設などから、さらに大きなウエイトを占めるようになることが懸念されると同時に、一般会計の財政運営健全化の障害となっていくことが心配されるので、改めて現在の繰出金の現状認識について伺う。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）③
	通 告
月 日
	８・２９
	通  告  者  名
	牧　田　千枝子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　言　　　の　　　要　　　旨
	１　障害者自立支援法の施行について
激しい反対運動が繰り広げられる中で、昨年秋の臨時国会で障害者自立支援法は成立しました。今年４月に施行され、10月から本格実施となります。４月に１割負担だけが先行スタートし、区分によるサービス支給は10月からということです。

そこで伺います。
　　（１）　10月からの福祉サービスを利用するについての本市の対象者の手続きの状況はどうか。
　　（２）　10月以降、支援費制度で事業展開をしていた市内の事業所は、どのような事業を展開すればよいのか。
　　（３）　県、市の補助金で活動していた、精神障害者保護作業所はどうなるのか。
　　（４）　障害者自立支援法では、障害福祉計画を作成し、福祉サービスの整備目標を策定するとしているが、進捗状況は。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）④－１
	通 告

月 日
	８・３０
	通  告  者  名
	大　野　良　彦

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　　言　　　　　　　　　の　　　　　　　　　要　　　　　　　　　旨
	１　大規模地震への防災対策と国民保護計画の策定について

　　安全で快適な生活環境の整備は、第５次豊川市総合計画の基本目標の第１番に掲げられており、発生が予想される大規模地震への防災対策が急務であるとしています。

　　市長は、18年度施政方針の中で少子高齢化、環境問題とならべて防災・防犯対策を課題として挙げられ、自らの財源と工夫により積極的に対処できる「自ら考え、自ら行動する自立した自治体」となることが必要であり、施策の有効性の判断を重要視した各自治体の経営感覚が問われる時代となっていくとされています。

　そこで、以下の点について伺います。

(１)　地震防災戦略の策定について

　　　　平成17年３月に中央防災会議が地震防災戦略を決定しました。その内容は、東海地震、東南海・南海地震を対象とし、今後10年間で、現在予想されている死者数と経済被害額を半減させるという減災目標を掲げ、具体目標として達成すべき数値目標、達成時期、対策の内容などを明示し実行していくというものです。

　　　　市町村に対しては、県の地域目標の設定にあわせて地域目標を設定し、18年度中に具体目標項目実施のための予算要求を行い、19年度以降　具体目標の実施を要請しています。

　　　　本市の取り組み状況と今後のスケジュールについて伺います。

(２)　自主防災組織の育成と充実

　　　　自主防災組織の育成と充実は、地震防災戦略の中の具体目標として定める15の基本項目にも挙げられており、減災のための重要な課題であることは共通認識となっています。

　　　　本市における自主防災組織の現況とその充実に向けた今後の方策について伺います。

(３)　豊川市地域防災計画について

　　　　豊川市地域防災計画（平成17年修正）が現在関係各部署に配布されています。

この豊川市地域防災計画は、どこでどのように活用されているのか伺います。また、ここ数年にわたり毎年修正が加えられていますが、どのような点を修正したのか、またその周知をどのように行ったのか伺います。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）④－２
	通 告

月 日
	８・３０
	通  告  者  名
	大　野　良　彦

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	(４)　緊急地震速報について

　　　　気象庁が平成16年から試験運用を開始した「緊急地震速報」について伺います。

　　　　この緊急地震速報は、地震発生後に最初に到達する初期微動（Ｐ波）と、遅れてくる主要動（Ｓ波）の地震波の速度の違いを利用して大きな揺れが到来する十数秒から、長くても数十秒まえに到着時間と想定震度を知らせるというものです。

　　　　平成16年には、試験運用として自治体や学校、企業など約150機関に速報が配信されているということです。

　　　　鉄道では、減速することで災害程度の軽減が期待でき、エレベーターやボイラーなどの設備でも数十秒の間にできることは少なくないと考えます。
　　　　この緊急地震速報について、その試験運用の状況と本市の評価、さらに今後の取り組みについて伺います。

(５)　国民保護法に基づく国民保護計画の策定について

　　　　国は、平成16年９月に国民保護法を施行しました。

　　　　国民保護法では、外国からの武力攻撃や大規模テロ等から国民の生命財産を守るための計画について規定しており、国・県・市町村や公共機関が「避難」「救援」「武力攻撃に伴う被害の最小化」を三つの柱として保護計画を策定することを求めています。

　　　　平成18年３月愛知県が国民保護計画を策定し、平成18年度を目処に市町村に国民保護計画の作成を求めています。

　　　　本市における現状と、今後のスケジュールについて伺います。特に本市においては、陸上自衛隊駐屯地を抱えている特殊性にも十分配慮した計画が必要と考えますがこの点についても伺います。




平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑤
	通 告

月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	中　村　直　巳

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　言　　の　　要　　旨
	１　愛知万博終了後のフレンドシップ事業に対する豊川市の取り組みついて
　　昨年の愛知万博開催を契機に、県下各市町村ではフレンドシップ事業を継承する動きが見られる。

本市においては、ペルー共和国、フィリピン共和国がフレンドシップ相手国であった。

そこで、本市の両国に対する取り組みについて伺う。
　(１)　万博終了から今日までの経過について
　(２)　フィリピン共和国観光大臣から、姉妹都市の提案があるが、本市の姉妹都市についての考え方
　(３)　今後のフレンドシップ事業の取り組みについて


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑥
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	野　中　泰　志

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　言　　　の　　　要　　　旨
	１　豊川市の自立に向けて、今後の広域行政について
　　平成18年度普通地方交付税の算出により、一本算定の場合、本市が不交付団体に認定されたことで、自治体として事実上自立することを国から求められたわけであるが、このことについては、当局も不交付団体となることを想定し施策を講じてきたと考えるが、一宮町との合併による、特例による合併算定替により地方交付税は交付されるとのことでありますが、今後普通交付税については、さらに減額され、合併算定替による算定でも不交付となることも想定しておかなくてはならないと思います。

このような厳しい状況の中での財源確保及び財政運営の観点から、周辺市町との関係も今までどおりというわけにはいかないのではないかと考える。

そこで、今後の財政当局の取り組みと、①豊川宝飯衛生組合、②消防、③市民病院の３つについて、それぞれの取り組みについて伺う。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑦
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	井　上　和　也

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　　言　　　　　　　　　の　　　　　　　　　要　　　　　　　　　旨
	１　少子化対策について

　　我が国は、昨年に出生数が死亡数を下回る人口減少社会に突入した。政府は少子化に歯止めをかけるため数々の施策を推し進めているが、いまだ流れを止めるまでには至っていない。

本市も次世代育成支援対策地域行動計画を策定して施策を展開しているが、地域にあった支援策の充実を図り、市民に子育てしやすい環境であることを浸透させる施策が必要である。

　　そこで、次のことを伺う。

(１)　本市の出生数と合計特殊出生率について

(２)　地域行動計画における特定１４事業の進捗状況について

(３)　子育ての孤立化を予防する支援策と児童虐待の早期発見・早期対応について

(４)　政府が発表した「新しい少子化対策について」をどう捉え、どう対応していくかについて

２　道路整備状況について

　　愛知万博も終わり、遅れている東三河地域への道路整備予算も回してもらえるようになったと考えられるが、計画年次の取り組みがどのようになっているかについて、次のことを伺う。

(１)　東三河環状線の現状と整備状況について

(２)　国道151号線の一宮バイパスの状況について

３　小・中学校の教育について

小・中学校において、総合的な学習の分野で行われている教育活動があるが、その取組状況について伺う。

(１)　中学校のキャリア教育（職場体験学習）について

(２)　小学校の英語教育について

(３)　環境教育について


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑧－１
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	安　間　寛　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　　言　　　　　　　　　の　　　　　　　　　要　　　　　　　　　旨
	１　財政計画について

本市は平成18年度不交付団体となった。本市の今後の財政計画がどうなるのか、以下伺う。

(１)　不交付団体になったことで、今年度の交付税は旧一宮町、豊川市分の特別交付税である5億3600万円だけとなった。「10年間で100億円」といわれた一宮地域の普通建設事業費、旧豊川市をふくめた本市全体の建設事業はどうなるのか。今後の見通しについて伺う。

(２)　7割を普通交付税で戻してくれるという合併特例債は、不交付団体となったことで、今後どうなるのか。また、今後も計画どおり合併特例債を使うのか。

(3) 　第5次総合計画の財政計画の見直しをすすめるのか。また、財政健全化計画が示され、今後一層の行政改革が進められようとしているが、財政を理由にしたさらなる福祉切り捨て・人減らしは許されない。財政健全化計画の撤回を求めるが、考えはどうか。

２　派遣・請負労働と子育てをめぐる問題について

　　本市で５月におきた虐待死事件では、親が請負労働者で、請負会社の寮に住み住民票もなかった。不安定な生活の「子連れ請負労働者」への対策について以下伺う。

(１)　派遣・請負会社の寮生活など不安定な生活は、子育てに適した環境ではなく、児童虐待等も心配される。行政として特別の配慮・対策が必要と考えるが、認識はどうか。

(２)　派遣・請負会社が借上げているアパートなどの寮の実態を把握し、民生委員にも知らせるなど地域で見守る体制をつくるべきだと考えるが、どうか。

(3) 　派遣・請負会社、派遣先の企業との連絡協議会などを行い、派遣・請負労働者の住民登録や子連れの寮生活者への配慮、社会保険への加入などを指導すべきだが、どうか。
(4) 　派遣の急増、野放しの請負労働の横行が問題を悪化させている。本市に所在する大企業などに正規雇用増を求めるとともに、国に対しても派遣・請負への法的規制強化を働きかけるべきだが、どうか。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑧－２
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	安　間　寛　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　言　　　　　　　　の　　　　　　　　要　　　　　　　　旨
	３　外国人児童の教育をはじめとした多文化共生のための施策について

　　外国籍住民の増加している本市における外国人児童の教育をはじめとした多文化共生のための施策の充実について伺う。

(１)　外国人登録数などから推定する本市の不就学児童数は何人か。新たに「国際化推進懇談会」が設置されるが、不就学の問題もふくめて、市として外国人児童への対策を強めるものと理解してよいか。また対策をすすめる前提として、岐阜県可児市で行ったような就学状況の実態調査を行うべきだと考えるがどうか。

(２)　新規転入の外国人児童のための初期教室の設置が必要と考えるがどうか。

(３)　通訳だけでなく、ポルトガル語など語学のできる教員や日本語指導に熟達した教員など人材確保をすすめるべきだがどうか。

(４)　外国人児童の教育支援を行っているボランティアグループへの支援拡充をはかるとともに、ボランティアグループと学校との連携や情報交換の場を増やすべきだがどうか。

(５)　外国人労働者を多く雇用している企業が、多文化共生のために社会的責任を果たす必要がある。地元大企業や派遣・請負会社との情報交換や指導をどのようにするのか。

(６)　新設された国際課がまだ市民に十分知られておらず、行政をめぐる外国人からの様々な相談も国際交流協会に集中しているのが現状だ。北庁舎２Fの国際課は場所もわかりづらく検討が必要だ。市民への周知をどのようにすすめるのか。

４　一宮地区の保育園の「自由保育日」の給食の実施について

合併により「豊川市に合わせる」という事になっている保育行政だが、給食の問題については解決されておらず、時間が経つごとにその矛盾が出ている。お盆などの「自由保育日」には、毎日お弁当を持参しなければならず、保護者の負担は大きい。改善をもとめて以下伺う。

(１)　同じ保育料・主食代を払いながら、一宮地区の保育園では、夏に1週間もお弁当を持参しなければならないのは、著しく不平等で、市民の公平性という観点から問題だと考えるが、認識はどうか。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑧－３
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	安　間　寛　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　言　の　要　旨
	(２)　設置基準からみて給食調理室の設置は当然必要であるが、少なくとも自由保育時や土曜も給食センターで給食を提供できるようにただちに改善するべきだが、どうか。

(３)　設置基準違反の状態が放置されていることを、保育園統廃合・民営化などの口実にすることは許されない。民営化は行うべきではないと考えるが、見解を伺う。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑨
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	今　泉　淳　乙

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　言　　の　　要　　旨
	１　東三河地域における農業共済組合の合併について
　　農業共済制度は、わが国の農業災害対策の基幹制度として、①農業経営の安定、②農業生産力の維持・増大、③農業災害に係る損害防止事業、④地域経済の安定などの機能を果たしており、農畜産物や温室などの施設に被害があった場合の農家の損失補てん、再生産のための資金形成という面で大きな役割を担っております。

　　その農業共済制度に関連して、現在、東三河地域の４つの団体が合併に向けて検討を進めているということであります。

　　そこで伺います。

　（１）　現在、宝飯地区農業共済組合への補助金を支出しておりますが、豊川市における農業共済事業の経緯、組合への補助金の支出の理由と補助金の算出方法は


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑩－１
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	美　馬　ゆきえ

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　言　　　　　　　　の　　　　　　　　要　　　　　　　　旨
	１　一宮地内の期日前投票所統合について
　　

　　先般の議会協議会では地域審議会や区長会に報告していくとのことであったが、この問題が合併前の私の認識と違うことに加え、決定権を持たない審議会や区長会に任せることは、まさに無責任であるとの思いから、この際、あらためて当局のお考えをお伺いする。

　　平成18年２月19日に行われた市議会議員増員選挙の期日前投票者数はどれほどであったか。

　　合併後、間もない旧一宮町の投票率の低下はどうしても避けたい。

　　期日前投票所を残すよう、担当部署に協力をお願いしたいがいかがか。

２　公共施設の管理について

　　埼玉県ふじみ野市のプールにおいて、あってはならない痛ましい死亡事故が発生した。ずさんな管理体制であったようだ。
　　本市では本年度から市営プールについて、公募による指定管理者制度を導入している。

　　私は、指定管理者制度の導入については、コスト面からだけでなく、サービス面、特に安全に関する事項については、慎重に検討すべきと考える。

　　そこで、指定管理者との協定書において、安全確保のための臨機の措置や市への通知を義務づけていることは承知しているが、本市は市営プールについて、安全面から具体的にどのような措置を取っているかを伺う。

　　また、小・中学校のプールは学校の管理となっているが、安全確保の重要性は市営プールと同様である。当然、学校では先生方がその役割を担っておられるわけだが、万全な管理体制であるかどうかを伺う。

３　市役所庁舎案内の場所について

　　市役所庁舎案内の場所は、北側からの来庁者にとっては、誠に分かりがたい位置にある。

　　一階ロビーの中央に移し、来庁者へのサービスの向上を図るべきと考えるが、認識を伺う。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑩－２
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	美　馬　ゆきえ

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　言　　の　　要　　旨
	４　接遇に関することについて

　　ごく一部ではあろうと思うが、来庁者に対して冷たい態度や馬鹿にしたような態度、無視にも似た応対を受けた、という訴えが寄せられている。

　　どのような用向きの方も、気軽に安心して足を運んでいただけるよう、常に親切で明るい態度で接して欲しい。

　　市民から真に慕われる市役所づくりに、これまで以上にご努力願いたいと思うが、いかがか。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑪
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	小　林　琢　生

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	１　スポーツ施設の整備について

本市におけるスポーツ交流は数多くあり、小学生から大人までが楽しみながら参加をしています。各種大会からスポーツ教室まで多くのイベントがあり、参加する市民は多岐にわたっています。体を鍛えるためのスポーツからトップを目指しタイムやスピードを競うアスリートまでが練習や競技を行なっています。練習の成果としてタイムや記録を更新することや、大きな大会で競技をすることは、スポーツを行なう人々にとっての励みになっています。

本市に公認競技場が設置され、東三河の地区大会が行なわれるようになれば、スポーツ人口や選手の層も厚くなり、スポーツの発展に寄与するものになると考えます。

そこで、現在の状況と今後の計画について伺います。

(１)　陸上競技場は、市民運動会や小中学校の陸上競技大会など、市民の体力増進、健康づくりに利用されてきましたが、老朽化による傷みが激しく、また、競技種目の多様化に対応した全面的な改修が求められていました。そこで陸上競技場の改修事業について伺いします。

(２)　豊川市におけるスポーツの場として多くの施設があるが、野球やソフトボールを行なう施設が多くを占めている。国内ではJリーグの発足からサッカー人口が急激に増え、練習や試合を行なう施設が不足をしています。このような中で、本市のサッカー施設の今後の整備が期待されます。そこで、豊川市スポーツ公園の多目的広場の活用とシロキSEGグラウンドの活用についてお伺いをします。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑫
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	西　川　米　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	１　地域におけるスポーツ振興と環境整備について

少子高齢化社会、情報化社会を迎え、社会環境は著しく変化をしております。

また、ライフスタイルの変化に伴い、自由時間が増加し、健康意識の高まりからも、市民のスポーツニーズは高まり、身近な場所で、いつでも、気軽に、スポーツを楽しむ環境を求めております。

　　下記の点について伺います。

(１)　学校体育施設が４月から有料化を実施されておりますが、昨年度と比較した利用状況について

(２)　学校体育館の耐震工事の状況、今後の整備計画について

(３)　学校体育館は地域スポーツの拠点になっているが、近隣市の地区体育館の状況について

(４)　本市のスポーツ振興計画について

２　小中学校の運動場の現状及び対策について

児童生徒の体力、運動能力の低下と言われておりますが、時代を担う子供たちの健全育成や､体力向上を図り、スポーツの楽しさを教える為にも、学校でのスポーツ活動の重要性はいっそう増しております。

そこで、学校スポーツの活動の場となる運動場について、本市の状況をお伺いいたします。

(１)　小中学校設置基準について

(2) 　本市の運動場の保有面積と児童一人あたりの保有面積について


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑬－１
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	佐　藤　郁　恵

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　言　　　　　　　　の　　　　　　　　要　　　　　　　　旨
	１　市民税増税等に伴う、お年寄の負担増に対する軽減策について
　　公的年金等控除の引き下げや老年者控除の廃止に伴う、所得税・住民税の増税は、国保料、介護保険料などにも連動し、お年寄に多大な負担増の影響を与え、人間らしい最低限の暮らしが成り立たない事態をも生み出しています。

　　軽減策について、以下伺います。

　(１)　お年寄の住民税増税の状況と国保料、介護保険料等への影響の認識について

　(２)　お年寄の負担の軽減策について、窓口で「医療費控除」「寡婦（夫）控除」「障害者控除」などの周知等を行う考えについて

２　障害者自立支援法本格実施にあたり、緊急課題の解決・改善について

　　障害者自立支援法は、国が社会保障予算削減をねらう中でつくられ、応益負担の導入等で、全国的には障害者の自立を阻み、生存権の侵害ともいうべき問題を引き起こしています。
　　そこで以下、緊急の課題と思われる事柄についての対応について伺います。

　(１)　利用者負担と施設運営の問題について

　　　①　障害者施設、事業者への自立支援法実施の影響（応益負担によるサービスの抑制や退所など、施設の減収）について、認識と調査実施の考え

　　　②　国に応益負担の撤回、減免制度の改善、施設の報酬、日払いの撤回、改善を求める考えについて
　(２)　新事業体系への移行問題、地域生活支援事業等について

　　　①　新事業体系の概要と本市の地域生活支援事業の内容について

　　　②　小規模作業所の移行先等の考え方について

　(３)　障害者の実態とニーズに見合った「障害福祉計画」を当事者参加で策定する考えについて

３　介護ベット、車イスのとりあげ問題と対応について

　　これまで使えた介護ベット、車イスが改定介護保険への移行で、使えなくなるという実態が起きていると伺います。

　　そこで以下、対応、対策について伺います。


平成１８年豊川市議会第３回定例会一般質問一覧表（通告順）⑬－２
	通 告
月 日
	９・　１
	通  告  者  名
	佐　藤　郁　恵

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発言の要旨
	　(１)　介護ベットと車イスについて、平成17年度と平成18年度の利用状況の比較について

　(２)　これら福祉用具の貸与の是非の判断について本市の考え方

　(３)　要望がありながら、これら福祉用具が貸与できない場合の対策について
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